
女性の就労と嗜好形成
――日・英における被服消費行動をめぐって――１）

眞嶋　史叙

１．はじめに
1990年代末以降，日英両国で衣料品一般の価格破壊が急速に進行し，ファッション消費を
通じて「豊かさ」を追求することが消費者大半の手に届くものとなってきた（坂井 1995: 54;

家経研編 1996: 212）。供給面では，流通過程での技術革新・効率化，そして生産過程のグロー
バル化によるコスト削減などが大きな要因として挙げられるが，同時に，供給面でのこれらの
変化は需要面の変化によって促され，特徴付けられていたように思われる。
一般に，マーシャル型需要関数では衣料品需要は衣料品価格・予算制約・個人的な選好の関
数であると定式化されるが，より具体的に過去10年間の変化に着目すれば，需要面では①景
気サイクルなどのマクロ経済的な変化，②消費者個人の所得や家族規模など予算制約に関する
ミクロ経済的な変化，③そして経済学では一般的に所与とされる消費者の嗜好の変化について
考慮する必要がある。本稿では，1990年代半ば以降，20代後半から30代半ばまでの若い女性
達の生活環境を取り巻く社会経済的な変化が衣料品需要に与えてきた影響について日・英のデ
ータを調査し，両国における所得水準や文化的嗜好の差違と消費行動の関係を考察することに
よって，需要の側面からこの関連を検討したい。日本に関しては，家計経済研究所による「消
費生活に関するパネル調査」の個票データ分析，英国に関しては，労働省が公表している「家
計調査」の個票データ分析をおこなう。
本論文は8章構成となっている。次章では過去10年間における衣料品需要パターンの変化に
関する仮説を打ち立て，3章・4章ではデータの性質および分析モデルを説明し，消費行動分
析における個票データの利用を概念化する。5章では女性の社会進出がファッション需要に与
える影響を分析し，6章では女性の余暇選好とファッション需要の関係を分析する。7章では
需要面の変化に対応した小売業の業態変化を明らかにする。最終章では実証データ分析の結果
をまとめ，今後の研究課題を提示する。

２．現代女性と被服消費選好の変化
価格破壊現象について，前述のように供給面での効率化に起源があるとする見方がある一方
で，需要面では，不景気によるデフレが原因であるとする見方が日本で支持されてきた。しか
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し，好景気が継続する英国での価格破壊の事例と比較すると，マクロ的な所得変化だけでは両
国に一貫した説明として不十分であることがわかる。1990年代初頭に両国とも不況を経験し
て以来，日本経済はマイナス成長が継続し，さらに1997年末の金融危機以降は物価の下落か
らも脱却できない状況に陥ったが，英国経済は1990年代半ば以降GDP成長率4％前後の好景
気で，物価上昇傾向も持続してきた。しかし，衣料品価格の下落傾向は，1998-2003年に3％
減少した日本よりも，17％減少した英国で顕著である。特に英国の婦人服価格に至っては
28％もの下落傾向をみせている（総務省2003b; ONS 2003a）。両国の家計調査報告を見ると，
両国で共通の価格下落傾向が影響して，衣料品支出は日本では20％減少し，英国では3％減少
している（総務省 2003a; ONS 2003b）。
衣料品価格と需要の下落傾向は，マクロ的な所得変化からだけではなく，消費者層の構成要
素のミクロ的な変化，特に変化の顕著な20-30代の女性の消費行動に注目すると理解が深まる
であろう。従来，この年齢層の女性はライフサイクル上「若年家族期」に位置づけられ，結婚
して子どもを産み，労働市場から一時的にもしくは完全に引退しているというのが，典型と考
えられてきた。その後，この年齢層の就労率が上昇するとともに，英国ではＭ字型就労パター
ンから男性と同様の逆Ｕ字パターンへと移行し，日本でもＭ字型の中落差が小さくなった。そ
の過程で1980年代末には子どもを持たない，いわうる「キャリア・ウーマン」とその他の女
性の間で階層化が進み，被服予算の違いも強調されるようになった。しかし，過去10年間は
非正規勤務者の増加にみられるように「就労－生活バランス」が自由化・多様化し，子持ち女
性も外で働き易くなったため，消費にかかる予算制約の差も減少してきた。衣料品価格と需要
の下落傾向は，女性の就労化が進行した結果，消費者層がシフトしたことに原因があると考え
ることができよう。
しかしながら，就労化の進行に伴う予算制約の変化は，短期的な経済サイクルに連携する可
能性があり，日・英に共通する説明としては依然不十分であるかもしれない。むしろ，長期的
な生活水準の上昇とともにシフトすると思われる，選好・上昇志向の変化を考慮すべきではな
いだろうか。近年、嗜好の差違による社会階層化の問題と教育水準などの文化的要因が注目さ
れてきたが，階層化の局面に対して嗜好の平等化傾向の局面が強まってきたことが，前述の消
費者層のシフトに関係しているのではないかと考える。日・英の世論調査によれば，1990年
代半ば以降，20-30代の女性の間で物質主義・余暇選好・ファッションへの関心が強まってき
ているという（政府広報室2003; Mintel 2004）。1990年代後半以降の供給条件の変化により生
じた衣料品の価格破壊現象は，就業という枠にとらわれず余暇時間のライフスタイルを重視す
る女性達の選好に応えるものとして進行してきた。そして，消費・余暇活動における嗜好の平
等化傾向によって，教育水準などの文化的要因に基づく既存の階層差が縮まってきたのではな
いだろうか。つまり，既存の消費文化の普及が進んで大衆化し，その需要に対応した大手資本
がこの消費者層をターゲットにして郊外型量販店を拡大させていったのではないかということ
である。一見，短期的な経済状況に影響されるとみられた衣料品の価格破壊現象は，実際には
長期的な嗜好の変化が供給を加速的に刺激したという意味で促進的効果を発揮したものである
といえよう。これらの問題を以下において実証していく。

３．データ
以下の分析では「教育水準」の差を固定的要因として用い，「就労－生活バランス」の違い
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および「余暇時間の使い方」の違いが被服消費行動に与える影響を日・英比較という枠組みで
検証していく。
日本の女性消費者に関しては，買い物行動に関する質問項目を含んだ1995年版及び1998年

版の「消費生活に関するパネル調査」（家計経済研究所調べ）を利用し，パネル回答者の個人
的属性や家計予算制約が被服購買行動に与える影響を検討する。26-36歳女性のクロスセクシ
ョンデータを1995年（1341名）1998年（1193名）から抽出した。「消費生活に関するパネル
調査」は 1993年以降続く調査で，若い女性に焦点を当てたところにその独自性がみられる
（北村 2002: 11）。実質的な支出額の詳細に関するデータに欠けるが，被服消費行動に関する潜
在的な消費者選好を知りうる貴重な情報源となっている。
英国の分析に関しては，英国政府統計局による「家計調査」の個票データを用いる。日本の
データとの比較を前提として，26-36歳女性のクロスセクションデータを 1995年（1496名）
1998年（1454名）2002年（1509名）から抽出した。英国家計調査は毎年約1万世帯を対象に
して1957年以降続く（物価指数ウェイト計算用の）政府調査で，回答率は6割を超える。世帯
収入に関する口答調査に加え，2週間にわたる家計簿録があるが、ここではこのデータを平均
化して，週間支出データベースを作成した。
次に両国サンプルデータの基本統計量を略記する。英国サンプルの年間婦人服支出額は306

ポンド（1995年）334ポンド（1998年）435ポンド（2002年）を3カ年平均して円換算すると
約6万3千円であった。日本のサンプル平均支出額はデータがないために不明であるが，1995-

1998年の家計調査年報によると，全世帯年平均支出額は6万6千円から5万5千円に減少して
いる。所得水準および個人的属性に関するサンプル統計量は図表-１の通りである。

26-36歳までの女性サンプルの特性について図表-１に示した内容を要約すると以下のように
なる。まず，平等化傾向の根拠として所得分布の差が日・英両国で縮まったことが挙げられる。
日本のサンプルでは世帯毎の税込み平均週給が1995-1998年にかけて減少傾向にあり，その影
響でジニ係数が減少しているが，英国サンプルでは 1995-2002年までの間に実質価格にして
20％上昇し，それを反映した底上げ効果の影響で1998-2002年にかけてジニ係数がやや減少し
ている。
所得格差の縮小には女性本人の貢献が大きい。回答者女性の週給を主婦・無職の女性を含め
て平均化した値は，日本のサンプルでは世帯収入の減少傾向に反して実質的増加傾向にあり，
英国サンプルでは1995-2002年に実質価格にして50％上昇し，世帯収入の倍以上もの伸び率を
示している。これは主に常勤の女性の割合が増加して43％に達したことによる。日本のサン
プルは40％が専業主婦で，常勤の女性は1995-98年にかけて減少し全体の3割を切った。女性
の教育水準は両国でこの間に上昇している。日本のサンプルでは4年制大学卒の女性が全体の
13-15％まで増加し，英国サンプルでは大卒女性は1995-2002年までの間に13-19％にまで上昇
している。
家庭生活の面をみてみると，結婚・出産をしないもしくは遅らせることで予算制約の調整が
進んできたことがわかる。日・英両国のサンプルで非婚者は増加傾向にあるが，非婚女性のう
ち，日本では大半が親と同居をし（増加傾向），英国では約3割が同棲している（減少傾向）。
子供のいない女性の割合は日本では39％と高く，英国2002年サンプルでも約3割にまで達し
ている。
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４．分析方法
各サンプルデータから婦人服支出額および買い物選好を従属変数として，世帯収入，年齢，
婚姻関係，子供の有無，就業状態，教育水準および余暇活動を説明変数として選び出し，以下
のような手順で重回帰分析をおこなった。
日本のサンプルの分析には買い物選好の選択肢を従属変数として用いる。「消費生活に関す
るパネル調査」の1995年及び1998年版で調査された，買い物行動に関する質問には，「購入先」，
「購入時の留意点」，「ブランド志向か，価格志向か」という3項目があるが，本分析では「自
分のワンピース，スカート，ブラウス」に関する，ブランド・価格志向の質問を取り上げ，①
「ブランドやメーカーにこだわらず高いものを買う」，②「高くてもブランドものを買う」，③
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注：（上から）－1世帯あたりの税込み週間収入のサンプル平均。単位・千万円。2003年円換算。�

　　－サンプル中の世帯収入の分布をジニ係数 　　として以下の数式に基づいて計測した。�

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ただし　＝税込み世帯収入， 　＝サンプル数。 �

�
　　係数が1に近いほど，所得格差が大きい。 �

　　－26歳から36歳までの女性が稼いだ自己収入のサンプル平均。単位・千万円。2003年円換算。�

　　－サンプル中の非婚女性の割合。未婚，離婚，別居，死別の場合を含む。�

　　－サンプル中のフルタイム就労する女性の割合。自営業を含む。 �

　　－サンプル中の4年制大学卒業資格保持者で，短期大学などは含まない（日本），および21歳までフルタ�

　　イムの学生であった者（英国）。�

　　出典：UK Family Expenditure Survey 1995/98/2002;　消費生活に関するパネル調査 1995年，1998年より�

　　　　　作成。（英国家計調査は，2001年よりExpenditure and Food Surveyと改名。）�

図表－１　サンプル基本統計量（日本・英国）�
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「ブランドものを安く買う」，④「とにかく安いものを買う」の4つの選択肢をそれぞれ従属変
数としてもちいる。回答者の分布は 1995年サンプルでは① 8.9％，② 4.3％，③ 31.6％，④
54.1％，1998年サンプルでは①6.5％，②5.5％，③36.8％，④48.7％で，価格重視派の優勢に
変化ないものの，ブランド志向がやや上昇していた。日本ではブランド志向が各所得層に広ま
っているため，ブランドか価格かというバランスによってファッション消費行動を適宜差別化
しうるといえよう。
ブランド・価格指向のバランス基準は極めて主観的なものであり，選択肢相互が完全に差別
化しうるものではない。これらを従属変数として使用するにあったって，選択肢相互の類似性
が強いため多項ロジットモデルは使用せず，また推計の極めて困難な多項プロビットモデルの
使用も避ける（牧他 1997: 260-2）。それぞれの選択肢を，例えば「ブランドにこだわらず高い
ものを買うかどうか」という2項選択の問題として取り上げ，2項プロビットモデルを使って
推計する。標準正規分布をとる確率密度関数 を用いて，正の選択 がなされる
確率 を推計する。

数式１　プロビットモデル

ただし　 ＝ブランド・価格志向のダミー
＝家計の可処分所得
＝ 項目にわたる個人的属性（e.g.配偶者有無・就業状況）のベクトル
＝誤差項

モデルの推計には最尤法を用い，尤度関数の対数を最大にする 推定量を求める。

数式２　最尤法

英国の分析では，家計調査個票データより婦人服支出額および購買率を従属変数として用い
る。英国家計調査は，2週間の調査期間中につけられた家計簿録に基づいているため，回答者
世帯でこの期間に購入しなかった財，例えば衣料品のような半耐久消費財は毎週必ず購入され
るという規則性がないので，たとえ潜在的な需要があったとしても，ゼロ支出として記録され
てしまうという特徴がある。1995-2002年サンプルでは，2週間の調査期間中に婦人服に関し
てゼロ支出を記録した割合は66.2-59.5％に下落していた。逆に言えば，婦人服を購入した人
の割合が増加したということである。本研究では，この「群生的ゼロ支出」の利点を利用し，
プロビットモデルおよび最小2乗法を用いて購買頻度及び支出額の両面から婦人服需要分析を
おこなった。なお，最小2乗法の利用については，ヘクッマン標本選択モデルを用いて類似デ
ータを分析した際に選択偏向 が有意でなかった結果を踏まえている。２）まずプロビット
モデルを用いて，調査週間中に購買があったかどうか，すなわち支出額がゼロより大きいかど
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うかという2項選択の確率を推計する。３）

数式３　プロビットモデル

ただし　 ＝婦人服購買ダミー
＝家計の可処分所得
＝ 項目にわたる個人的属性（e.g.配偶者有無・就業状況）のベクトル
＝誤差項

婦人服購買があったケース のみ最小2乗法を用いて，1回の買い物ごとの支出水準を推
計する。

数式４　線形需要関数（最小2乗法）

ただし　 ＝婦人服支出額
＝家計の可処分所得
＝ 項目にわたる予算的特徴（e.g.年齢群・就業状況）のベクトル
＝誤差項

説明変数に関しては，当初，日・英比較という枠組みの中で社会経済的変化の影響を検証す
ることを目的として，世帯収入，世帯総支出，個人収入，個人総支出，労働時間，年齢，婚姻
関係，居住地域，家族構成，子供の数，子供の年齢，教育水準，就業状態，外食や映画鑑賞な
ど余暇活動を含む，6つの連続変数と30点のダミー変数を選び検証した。また日本のサンプル
では親と同居しているかどうかのダミー変数，英国のサンプルでは世帯主の社会階層のダミー
変数についてもそれぞれ検証した。その結果，これらの説明変数の中でも世帯収入，未婚ダミ
ー，常勤ダミー，および大卒ダミーがもっとも有意に従属変数と関係していることが分かった。
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２）家計調査データを用いた先行研究の多くは「群生的ゼロ支出」の問題の対処策としてトービット・モデル，
もしくはその代用として2段階モデルを使用している。消費額推計時の選択偏向を考慮した代用モデルとし
ては，ヘックマン標本選択モデル, クラッグモデル, 2段階ハードルモデル等がある。英国家計調査データ
（1961-2001）を用いて被服購買頻度・購入金額の推計した際、これらの一連の代用モデルを利用しても選択
偏向 は一貫して有意とならず，プロビット法および最小2乗法を組み合わせた基本的な2段階推計法の
実質的有用性が確認されている。この結果は，マニングらの研究結果 (Manning et al., 1987) と一致している。

３）本研究では特に被服購買頻度の上昇と購入金額の下落という相反作用が需要パターンを特徴づけていると判
断し，トービット・モデルおよび一連の代用モデルを用いるのではなく最も基本的な2段階推計を採用して
いる。つまり，潜在的需要の推計ではなく，このようなファッション消費パターンを検討する際には，（上
述のように選択偏向が有意でない場合は）基本的な2段階推計法が有効であるとの判断である。

( )m



多重共線性の問題を回避しながら，所得水準，就労－生活バランス，および教育水準の及ぼ
す影響をさらに検討するために，説明変数を交互作用してサンプルを8つのグループ（①子供
のいない常勤の未婚女性，②子供のいない常勤の既婚女性，③1人の子持ちで常勤の女性，④
2人以上の子持ちで常勤の女性，⑤子持ちで無職の既婚女性，⑥子持ちで無職の未婚女性，⑦
子供も職もない女性，⑧大多数が子持ちのパートタイム就労者）に分割し，仕事と家庭生活の
組み合わせがそれぞれ重複しないようにした。（図表-２を参照。）
日本の大卒者サンプルでは未婚で常勤女性のグループが最も大きな割合を占め，英国のサン
プルでは常勤で1人の子持ち女性の割合がやや大きい。20-30代の女性にとって，日本では常
勤の仕事か専業主婦かどちらかの選択になりがちであるが，英国では子供の数を減らすことで
仕事と育児の両方をやりくりする傾向があることが読み取れる。大卒者以外では，日本のサン
プルで専業主婦の割合が大きく，英国では無職のシングルマザーが顕著であった。無職で子供
のいない女性は各サンプルで少数派ではあるが，日本の大卒者サンプルで最も顕著にみられた。
これらの日本人女性の大半は経済的基盤もなく親と同居していた。英国の大卒者以外のサンプ
ルの3割はパートタイムの仕事をしながら子育てをしていた。

５．推計結果１　仕事と家庭生活のバランスと婦人服の需要
まず日本の1995/98年サンプルに2項プロビットモデルを当てはめ，所得水準や仕事と家庭
のバランスの取り方が買い物行動に及ぼす影響を検証した。ブランド・価格志向の4つの組み
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注：「未婚*常勤」＝子供のいない常勤の未婚女性。「既婚*常勤」＝子供のいない常勤の既婚女性。�
　　「子持ち1*常勤」＝一人の子持ちで常勤の女性。「子持ち2*常勤」＝二人以上の子持ちで常勤の女性。�
　　「専業主婦」＝子持ちで無職の既婚女性。「シングルマザー」＝子持ちで無職の未婚女性。�
　　「有閑女性」＝子供も職もない女性。「パートタイム就労」＝大多数が子持ちのパートタイム就労者。�
出所：UK Family Expenditure Survey 1997-98;　消費生活に関するパネル調査，1998年。�
�
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図表－２　仕事と家庭生活のバランスの取り方（日本・英国，1998年）�
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図表－３　推計結果１（日本・英国）�

大卒�
204�

.039�
-.012 �
-.170 �
-.096 �
-.159 �
-.099 �
-.207 �
.239�

.323�

.027�
6.94�
-125.67�

�

�

大卒�
66�

3.646  �
.350�
-.101 �
-.572 �
.018�
-.417 �
-.345 �
.191�
-.614 �

.055�

.419

その他�
1291�

    .087***�
    .193***�
   .104**�
.079�
-.009 �
-.057 �
-.040 �
.127*�

.332�

.040�
66.35***�
-793.11�

�

�

その他�
436�

  1.949***�
    .457***�
    .393***�
.052�
 .330*�
.183�
.069�
.189�
-.242 �

.135�
8.325***

大卒�
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-.036 �
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-�
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大卒�
95�

  4.313***�
 .241*�
    .959***�
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 .553*�
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-�
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2.960***
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1226�

    .082***�
   .095**�
.025�
 .086*�
.022�
.006�
.018�
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31.57***�
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�

その他�
344�

1.432  �
    .517***�
 .303*�
.073�
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-.170 �
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6.339***

大卒�
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.035�
 .162*�
.153�
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�

大卒�
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3.521* �
 .317*�
.266�
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.180�
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.878�
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その他�
1220�
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.031�

.032�
-.008 �
-.003 �
-.023 �
-.056 �
-.048 �

.397�

.003�
5.45�
-817.12�

�

�

その他�
484�

  4.083***�
    .277***�
.214�
.133�
.203�
-.149 �
-.142 �
-.203 �
-.240 �

.094�
6.167***

�

その他�
1170�
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   -.190***�
-.142*�
-.032 �
-.027 �
 .061*�
-�

 -.169**�

.569�

.026�
41.97***�
-779.30�

�

その他�
1019�

.007�
   -.263***�
   -.314***�
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-.038 �
-.022 �
-�
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.519�
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44.84***�
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�

大卒�
170�

.016�
-.205*�
-.222 �
.032�
-.031 �
-.044 �
-�
.133�

.359�

.038�
8.51�
-107.28�

�

大卒�
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-.030 �
.109�
.237�
   .440**�
 .272*�
    .414***�
-�
.073�

.268�

0.074�
15.32**�
-95.78

�

その他�
1170�

.003�

.028�
    .162***�
.004�
.037�
-.022 �
-�

    .167***�

.300�

.008�
10.89*�
-710.11�

�

その他�
1019�

-.001 �
 .077*�
    .280***�
.042�
.010�
.017�
-�
.048�

.347�

0.050�
14.08**�
-651.68

�

大卒�
170�

-.033 �
.053�
.125�
.058�
.109�
.143�
-�

-.296 �

.413�

.024�
5.55�
-112.74�

�

大卒�
174�

-.002 �
-.031 �
-.044 �
-.205 �
.040�
-.182 �
-�
.017�

.488�

0.018�
4.23�
-118.45

�

その他�
1170�

-.001 �
    .031***�
.008�
-.011 �
-.023*�
   -.026***�
-�
.015�

.027�

.065�
22.48***�
-163.10�

�

その他�
1019�

 .010*�
    .069***�
-.019 �
.030�
.004�
-.014 �
-�
.045�

.040�

.057�
22.61***�
-185.20

�

大卒�
145�

.025�

.094�

.218�

.038�
-�

-.007 �
-�
-�

.104�

.052�
5.48�
-49.66�

�

大卒�
156�

.032�

.081�

.063�
-�
-�
.010�
-�

 .265*�

.095�

.060�
6.44�
-50.50

�

その他�
1170�

 .008*�
    .121***�
-.013 �
 .077*�
 .030*�
.002�
-�
.002�

.078�

.041�
27.88***�
-327.62�

�

その他�
1019�

.004�
    .083***�
 .074*�
-.019 �
-.023 �
.003�
-�

-.010 �

.047�

.050�
21.61***�
-206.09

�

大卒�
158�

.001�

.057�
-.044 �
-�

-.006 �
-.108*�
-�
.158�

.106�

.071�
8.56�
-55.73�

�

大卒�
158�

.005�
-.103 �
-.103 �
-.066 �
-.113 �
-.132*�
-�
-�

.132�

.034�
4.31�
-61.61

日本1995年従属変数�

�
サンプル数�

世帯収入�
未婚*常勤�
既婚*常勤�
子持ち1*常勤�
子持ち2*常勤�
専業主婦�
シングルマザー�
有閑女性�

確率予測値 �

Pseudo R2�
LRx

2 test�
Log Likelihood�

日本1998年従属変数�

�
サンプル数�

世帯収入�
未婚*常勤�
既婚*常勤�
子持ち1*常勤�
子持ち2*常勤�
専業主婦�
シングルマザー�
有閑女性�

確率予測値 �

Pseudo R2�
LRx2 test�
Log Likelihood�

Marginal Effects after Probit estimate �

英国　従属変数�

�
サンプル数�

世帯収入�
未婚*常勤�
既婚*常勤�
子持ち1*常勤�
子持ち2*常勤�
専業主婦�
シングルマザー �
有閑女性�

確率予測値�

Pseudo R2�
LRx2 test�
Log Likelihood�

OLS model �

英国　従属変数�

�
サンプル数�

切片�
世帯収入�
未婚*常勤�
既婚*常勤�
子持ち1*常勤�
子持ち2*常勤�
専業主婦�
シングルマザー �
有閑女性�

R2�
F test

Marginal effects after Probit estimate

注：*10%水準で有意。** 5%水準で有意。*** 1%水準で有意。パートタイム就労者がベース。�
出典：消費生活に関するパネル調査，1995/98年；U.K. Family Expenditure Survey, 1995/98/2002より作成。�
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1995年 婦人服支出金額� 1998年 婦人服支出金額� 2002年 婦人服支出金額�

②ブランド高価ダミー�③ブランド安価ダミー� ④一般安価ダミー�



合わせ方をそれぞれ2項選択の従属変数として用いた。
日本のサンプルでは1995/98年の両方とも，婦人服の買い物選好の差は大卒かどうかという

要因に大きく左右され，大卒者間の差違は有意ではない。また世帯収入による差違は大卒サン
プルおよびその他のサンプルの両方でほぼ有意とならなかった。ブランドにこだわるかどうか
を別にして，「高いものを買う」という選択肢を選ぶ可能性は大卒者の間で高く，大卒以外の
女性の間では常勤の未婚女性の間で高くなっている。反対に「とにかく安く買う」と回答する
可能性は子供のいない常勤の女性を除いて全体的に大卒以外の女性の間で高い。中間的な選択
として「ブランドものを安く買う」と回答した女性の割合も大卒者の間で大きく，その他の女
性の間では子供のいない常勤の既婚女性がそのように回答する可能性が高い。1995年には仕
事も子供もいない女性も既婚の常勤女性と同様のブランド志向をみせていたが，1998年には
有意とならなかった。さらに1998年には大卒者の間でも子持ち女性の安価商品への選好が高
まり，全体的に安価なブランド商品への志向が高くなっているところに平等化傾向の一端が読
み取れる。
英国のサンプルでは、まず所得水準を統制した上で，購買するかしないかの2項選択によっ

て，仕事と家庭生活のバランスの取り方と買い物頻度との関係を推計した。日本の推計結果と
同様に，被服消費パターンには教育水準の差が大きく影響している。フルタイムの仕事に就い
ていることも差異化要因として大きく，調査年によっては未婚女性だけでなく，子供のいない
既婚女性，子供がひとりだけいる既婚女性の間でも常勤者の間で購買率が高い。これらの女性
達に比べ，2人以上子供がいる場合，フルタイム就業者の購買頻度は高くはない。2002年のサ
ンプルは他の2つのサンプルとは違って，その他の女性の間でも，購買頻度を所得水準や「就
労－生活のバランス」の取り方の違いによって説明することが難しくなっている。高所得者層
と低所得者層，大卒者とそれ以外，フルタイム就業とパートタイム就業や専業主婦の間の購買
頻度の差も 2002年には小さくなってきている。所得水準の高さや未婚で常勤という条件は，
1995/98年サンプルでは婦人服支出額に正に有意な関係を示しているが，2002年には所得水準
や就労－生活のバランスの取り方の違いによる支出額の差が顕著でなくなった。

６．推計結果２　被服消費と余暇・娯楽活動
婦人服消費行動にみられるような教育水準による階層差は弱まってきたが，女性の選好・嗜
好の平等化傾向はさらに余暇時間の使い方の局面ではどのように現れてくるだろうか。若い女
性の消費パターンとして，外食や家庭の外で行われる趣味余暇活動と衣料品にかかる支出は相
互補完的であると考えられる。余暇活動と被服消費の関係を調べるために，消費生活に関する
パネル調査および英国の家計調査を利用し，外食・余暇活動データを説明変数として選び出し
た。日本の調査からは活動時間，英国の家計調査では活動出費のデータが入手可能であるが，
「群生的ゼロ支出」の問題と国際比較としての一貫性を考慮して，本分析では支出額および活
動時間のデータは継続変数としてでなく2項変数として使用した。
日本の「消費生活に関するパネル調査」では趣味・娯楽活動の項目は「社会生活基本調査」
の調査項目を参考にして設計され，広範囲にわたって用意されているが，回答者の実体験は美
術・映画鑑賞，野球・サッカー観戦，カラオケ，パチンコなど少数の活動項目に集中していた。
趣味娯楽活動として外での食事・飲酒の項目は含まれていなかった。余暇活動に関する質問は
1994年調査時にのみ調査されたため，パネル調査の利点を生かして1995年の買い物行動調査
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図表－４　推計結果２（日本・英国）�

大卒�
204�
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.037�

.015�
-�
.059�
-.085 �
.128�

.325�

.020�
5.21�
-126.52

その他�
1291�

    .092***�
.069�
   .068**�
 .255*�
    .116***�
    .120***�
   .078**�

.330�

.051�
84.11***�
-784.22

大卒�
228�

.053�

.086�

.058�
-.122 �
-.032 �
   .175**�
.016�

.419�

.025�
7.82�
-151.27

その他�
1226�

    .080***�
-.099*�
.023�
.049�
.043�

    .114***�
 .060*�

.275�

.028�
40.59***�
-708.28

大卒�
285�

.037�

.102�

.010�
-�
.067�
 .115*�
.046�

.438�

.014�
5.59�
-192.60

その他�
1220�

.007�
-.072 �
    .114***�
.110�

    .178***�
   .101**�
.006�

.393�

.032�
51.72***�
-793.98

大卒�
66�

2.868  �
    .407***�
-.692 �
  -.847**�
-�
.239�
-.166 �
.188�

.133�
1.535

その他�
436�

 1.712***�
   .482***�
 .307*�
-.056 �
-.098 �
.122�
.086�
.014�

.119�
8.299***

大卒�
95�

3.043  �
   .403**�
-.274 �
  -.571**�
-.119 �
.121�
   .465**�
  .518*�

.146�
2.150**

その他�
344�

-.943 �
    .753***�
.362�
-.183 �
.501�
.007�
-.035 �
.065�

.161�
9.211***

大卒�
124�

 3.743**�
 .291*�
-.426 �
.301�
-�
.188�
   .497**�
-.224 �

.101�
2.219**

その他�
484�

  3.623***�
    .307***�
.240�
-.072  �
.017�
.109�

    .550***�
-.165 �

.120�
9.300***

�

その他�
1171�

-.005 �
   -.162***�
   -.098***�
-.063 �
   -.203***�
-.027 �
 .081*�

.567�

.031�
49.26***�
-776.49

�

大卒�
170�

.002�
-.013 �
-.093 �
.023�
 .215*�
-.145*�
.227�

.359�

.037�
8.22�
-107.42

�

その他�
1171�

.000�
    .136***�
.048�
.020�
 .103*�
.047�

   -.118***�

.298�

.021�
30.64***�
-701.43

�

大卒�
164�

-.024 �
.011�
-.016 �
-.115 �
-.120 �
 .150*�
-�

.432�

.024�
5.45�
-109.47

�

その他�
1171�

-.001 �
.001�
 .020*�
.023�
.030�
   .025**�
.018�

.029�

.045�
15.56**�
-166.60

�

大卒�
170�

.027�

.066�
-.008 �
-.018 �
.004�
-.006 �
.094�

.092�

.031�
3.45�
-53.54

�

その他�
1171�

 .009*�
.027�
 .029*�
.020�
.034�
-.028*�
-.004 �

.082�

.018�
12.42*�
-335.44

�

大卒�
170�

.004�
-.068 �
   .112**�
.113�
-.077 �
-.003 �
.186�

.100�

.072�
8.81�
-57.17

日本1995年従属変数�

�
サンプル数�

世帯収入�
美術鑑賞�
映画鑑賞�
野球観戦�
サッカー観戦�
カラオケ�
パチンコ�

確率予測値 �

Pseudo R2�
LRx2 test�
Log Likelihood

Marginal Effects after Probit estimate

注：*10%水準で有意。** 5%水準で有意。*** 1%水準で有意。ベースは表中の余暇活動に不参加のもの。�
出典：消費生活に関するパネル調査, 1995/98年；U.K. Family Expenditure Survey, 1995-98, Expenditure�
　　　and Food Survey, 2002より作成。�

①一般高価ダミー� ②ブランド高価ダミー�③ブランド安価ダミー� ④一般安価ダミー�

1995年 婦人服購買ダミー� 1998年 婦人服購買ダミー� 2002年 婦人服購買ダミー�
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の回答者と照合して利用した。1994年の調査では過去1年間に行われた余暇活動が項目ごとに
記録されている。多くの女性が複数の活動に携わっていたが，中でも美術鑑賞と映画鑑賞は相
関関係が強く，他の余暇活動とも相関関係がみられた。しかしながらギャンブル性の高いパチ
ンコだけは，カラオケ以外の他の余暇活動との相関関係がみられなかった。大卒者の間ではパ
チンコと野球観戦の人気が低かった。
趣味娯楽活動とブランド・価格指向の組み合わせ方との関係をみるために，2項プロビット

モデルを当てはめ，余暇活動選好が被服消費行動に与える影響を推計した。（図表-４を参照。）
余暇活動のうち映画鑑賞を好む女性の間では「ブランドにこだわらず高いものを買う」と回答
する可能性が高く，反対にパチンコを好む女性の間では逆に価格重視派が顕著であった。「ブ
ランドものを安く買う」という選択は，大卒者の間ではカラオケをする女性，大卒者以外のサ
ンプルでは美術鑑賞やサッカー観戦をする女性と正に有意に関係していた。嗜好の平等化傾向
の一端をこのような局面に見いだすこともできるかもしれない。
英国サンプルの分析では外食，外でのワイン・ビールの消費，演劇・音楽鑑賞，ディスコ，
スポーツ観戦などの余暇活動をダミー説明変数として用いた。1995-2002年の間に外でワイン
を飲む女性の割合は10-12％に上昇し，反対にビールを飲む女性の割合は減少した。演劇・音
楽鑑賞をした女性の割合も減少している。英国の推計結果によると，婦人服購入金額は所得水
準の違いが影響しているが，その格差は減少傾向にあることが分かる。余暇活動は大卒以外の
女性の間で強い差異化要因であり，外食をしたり，ディスコに行ったりする女性の間で被服購
買率が高くなっているが，ディスコ活動には安価なファッションが購入されているためか支出
金額は低くなっている。また，教育水準に拘わらずワイン志向が購買率の高さと支出水準の高
さに強く関係している。

７．流通側の対応
1990年代半ば以降，前述のように，安価な輸入品や海外生産した商品を販売するディスカ
ウント・ストアやスーパーが急速に拡大して，日・英両国で衣料品の価格破壊が進んだ。 日
本では1994-2003年にかけて自社ブランド量販店のユニクロが全国で100-600店舗まで急速に
拡大し，1999年には東京株式市場に上場を果たしている。英国では郊外型量販店のマタラン
が1995-2003年の間に50-170店舗へ拡大し，スーパー・アズダで1990年に発足した自社ブラン
ドが2003年には全国250店舗で販売されるようになった。一方，日本ではデパートの大手であ
るそごうが1994年に経営危機に陥り，1998年には英国最大手の自社ブランド専門店であるマ
ークス&スペンサーの婦人服売上が下落し，販売価格の高さと保守的なファッションが批判の
的となった。

1998-2002年にかけての日・英における婦人服販売形態の変化を図表７にあらわした。英国
家計調査の1998-2002年版から，大手婦人服専門店，スーパー及び古着店の3形態で，日本の
パネル調査から，一般専門店，デパート，スーパー，通販という選択肢を取り上げ，業態別の
市場占有率を計算した。日本では多くの回答者がデパートを主に利用し，英国では多数の回答
者が大手婦人服専門店を利用していることが分かる。
図表-５から，英国のサンプルでスーパーの利用が1998-2002年にかけて急速に高まったこと

が分かる。1998年のサンプルに限ってみると，日・英の両方のサンプルで婦人服購入先とし
てスーパーの利用は子持ちの女性の間で高かった。 2002年の英国サンプルでは子持ち女性だ
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けでなく，これまでスーパーのターゲット消費者ではなかった女性達，例えば大卒者やワイン
志向の女性の間にまで利用が広まっている。スーパーの人気の秘訣はカジュアル・ファッショ
ンを安く便利に買えることにある。ワイン志向も流行に敏感なスーパー買い物利用客の嗜好を
反映したものといえるであろう。デパート・大手販売店はこのような嗜好の変化を先読みでき
ず取り残された。英国ではさらに最新流行服がスーパーで食料品と一緒に買えるようになった
反面，似たようなデザインの増殖からの差異化を求める一部の大卒者やワイン志向の女性達の
間で，チャリティーショップにおける古着探しへと嗜好がシフトしてきている。

８．まとめ
モードの追求が大衆化されるという新しい衣類消費パターンは，文化的傾向としての「豊か
さ」に直面した女性達の嗜好が平等化してきたこと，そして仕事と生活のバランスの取り方が
多様化してきたことを反映していると考えられる。この間，仕事と家庭の間の選択ではなく，
仕事と家庭の両立を望む女性の割合が増えてきたが，労働市場と娯楽産業の拡大によってその
望みは叶えられるようになり，20-30代女性の間で，所得水準，教育水準，就労状況，子供の
有無などによる差が縮まって，ファッション消費の平等化が進んだ。女性のファッション行動
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図表－５　婦人服市場占有率（英国・日本）�

注：その他には英国ではデパート，日本ではチェーン量販店が含まれる。 �
出典：UK Family Expenditure Survey, 1998/2002; 消費生活に関するパネル調査，1998年より作成。�
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に影響を与えるものは所得水準や就労－生活バランスの取り方だけではなく，むしろ消費行動
により顕著に表れるような内面的な選好の違いによるものが大きい。例えば，英国では文化的
嗜好としてのワイン志向の広まりがファッション購買率・支出水準の高さと関係し，日本では
「ブランドものを安く買う」という選択において，カラオケをする大卒女性と美術鑑賞をする
大卒以外の女性の嗜好が一致していた。スーパーや郊外型量販店の拡大はこれらの女性達の需
要に応えてファッション消費の選択肢を増やしていったといえよう。平等化の進行によってま
すます競争が激しくなるという社会的構図の一片が、被服消費行動の変化、小売業態の変化そ
して衣料品価格破壊現象に反映されているのではないか。本研究では，日本の分析に関して買
い物行動に関する主観的な選好を従属変数として用いたため，被服消費者の嗜好形成の問題を
掘り下げて議論することができた。予算制約下における実際の消費支出の比較分析については
今後の課題として残される。

［文献］
家計経済研究所編，1996，『消費生活に関するパネル調査第3年度』，大蔵省印刷局。
北村行伸，2002，『家計行動のパネル統計』，統計資料シリーズ54，一橋大学経済研究所付属
日本経済統計情報センター。
坂井素思，1995，「『価格破壊』現象と大衆消費社会」，『季刊家計経済研究』，28，54-62。
総務省統計局，2003a，「家計調査平成15年年報」，日本統計協会。
――――，2003b，『平成12年基準消費者物価接続指数』，日本統計協会。
内閣府大臣官房政府広報室，2003，「自由時間・旅行に関する世論調査」平成15年調査，内閣
府大臣官房政府広報室。
牧厚志他，1997，『応用計量経済学Ⅱ』，数量経済分析シリーズ第3巻，多賀出版。
Great Britain Office for National Statistics, 2003a, Consumer Price Indices, London, HMSO.

――――, 2003b, UK Economic Accounts, London, HMSO.

Manning, W. G., et al., 1987, “Monte Carlo Evidence on the Choice between Sample Selection and

Two-part Models,” Journal of Econometrics, 35 (1), 59-82.

Mintel Group Ltd, 2004, British Lifestyles, Special Report, March.

289

女性の就労と嗜好形成（眞嶋）




